
様様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 6日

所 属 名 企画財政部企画調整課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
千葉県四街道市物井５９８－３０

株式会社富士電機工業所

業 務 の 名 称 まめバス車内放送変更業務

委 託 場 所 野田市企画財政部企画調整課指定場所

委 託 期 間 令和 6年 6 月 7日から令和 6年 9月 20 日

契 約 金 額 金額 2,035,000 円

委 託 の 概 要

令和６年１０月から新たな運行計画に基づきまめバスを運行するため、車内で運行をアナウ

ンスする放送データについて、既存の放送データから、停留所等のデータを活用し、新たな運

行計画に沿った放送データを作成しようとするもの。

随 意 契 約 の 理 由

運行開始からこれまで株式会社富士電機工業所に委託をしており、これまでに作成されたバ

ス停留所のデータを組み合わせて、新たなルートの放送を作成するもので、既にある放送デ

ータを活用し、組み合わせて作成することから、これまでの放送データを有している当該事

業者と契約することにより、他の事業者の時価に比して著しく有利な価格で契約を締結する

ことができる見込みがあるため。



様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 11 日

所 属 名 環境部清掃管理課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
神奈川県横浜市西区みなとみらい四丁目４番２号

三菱重工環境・化学エンジニアリング株式会社

業 務 の 名 称 清掃工場各機器点検整備業務委託

委 託 場 所 野田市三ツ堀３５６番地の１

委 託 期 間 令和 6年 6 月 12 日から令和 7年 3月 21 日まで

契 約 金 額 207,900,000 円（税込）

委 託 の 概 要

清掃工場を適正に管理・運営していくため、機械設備（投入ホッパ、減温装置、噴射水ポンプ、

すす吹き装置、灰押出装置、飛灰処理装置、ダスト固化装置、空気圧縮機）、電気計装設備（受

変電設備、各種記録計、ＩＴＶ装置）について、点検整備を実施するものです。

随 意 契 約 の 理 由

野田市清掃工場は、三菱重工業株式会社の責任施工により建設され、各設備の機械等はメーカ

ー独自の考えに基づき設置されたものであり、本業務の使用材料についても、焼却炉メーカー

製造の特殊部品を用いる必要があることから、三菱重工業株式会社製の焼却炉のアフターサ

ービス及び運転維持管理業務を専門に行っている内申業者と随意契約したいとするもので

す。



様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 20 日

所 属 名
自然経済推進部みどりと水の

まちづくり課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
野田市蕃昌 24-1

株式会社横川造園土木

業 務 の 名 称 野田市スポーツ公園町田地区倒木処理業務委託

委 託 場 所 野田市三ツ堀 775 地先

委 託 期 間 令和 6年 6 月 20 日 から令和 6年 8月 30 日

契 約 金 額 金額 605,000 円

委 託 の 概 要 倒木処理

随 意 契 約 の 理 由

前年度も本業務と同等の業務を実施し業務内容を熟知しており、また高齢者の豊かな知識と

経験を生かす職業の場を提供することにより、当該業務を円滑に実施できると考えられるた

め。



様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 20 日

所 属 名 総務部営繕課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
千葉県千葉市美浜区幸町 1丁目 2番 2号

株式会社桑田建築設計事務所 代表取締役 安達 文宏

業 務 の 名 称 野田市立中央子ども館新築工事監理業務委託

委 託 場 所 野田市鶴奉 5番地の 1

委 託 期 間 令和 6年 6 月 21 から令和 7年 3月 14 日

契 約 金 額 金額 2,365,000 円（税込み）

委 託 の 概 要
野田市立中央子ども館新築工事（軽量鉄骨造 平屋建て 延べ面積 229.38ｍ2）の監理業務を

行うもの。

随 意 契 約 の 理 由

契約業者は、野田市立中央子ども館新築工事設計業務委託を受託し、実施設計、測量業務、地

質調査業務を行っており、設計内容、施工方法及び現場の状況を熟知していることから、設計

の趣旨を十分に反映させることが可能となり、限られた工期の中で、正確かつ迅速な工事監理

ができるとともに、工事施工者に対する的確な指示が期待できる。

さらに、設計者へ随意契約することで「設計図書の内容把握」に関する事項等の経費削減が見

込めることから随意契約したもの



様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 20 日

所 属 名 土木部管理課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
千葉県千葉市美浜区中瀬 1丁目 7番 1号

株式会社パスコ 千葉支店

業 務 の 名 称 道路台帳統合管理システムデータ更新作業業務委託

委 託 場 所 野田市全域

委 託 期 間 令和 6年 6 月 21 日 から令和 7年 1月 15 日

契 約 金 額 金額 1,980,000 円（税込）

委 託 の 概 要 道路台帳図及び道路境界確定図を、統合型 GIS に取り込む作業

随 意 契 約 の 理 由

契約業者は、当該統合型ＧＩＳシステム（道路情報統合管理システム）の開発元であること

から、システム処理プログラムデータ形式に精通しており、入力及び更新作業が可能な唯一の

業者であることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号にて随意契約を行った。



様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 20 日

所 属 名 土木部下水道課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
千葉市美浜区中瀬一丁目７番１号

株式会社 パスコ

業 務 の 名 称 野田市下水道台帳管理システム運用・保守業務委託（長期継続契約）

委 託 場 所 野田市内

委 託 期 間 令和 6年 6 月 21 日から令和 11 年 9 月 30 日まで

契 約 金 額 1,168,200 円（税込）

委 託 の 概 要

野田市が利用する統合型 GIS と同じデータセンターに設置したクラウド環境の中で、LGWAN-

ASP サービスでの提供により運用することで、業務の継続性を確保した安心・安全で、情報セ

キュリティの様々な対策を施された庁内における地理情報を一元的に管理することが可能な

システムとするもの。

随 意 契 約 の 理 由

野田市下水道台帳管理システム運用・保守業務委託はクラウドシステムで LGWAN-ASP サービ

スを利用するためのログインキーの取得及び安定したシステム運用・保守を行うための業務

委託です。クラウドシステムの中で LGWAN-ASP サービスを利用するにあたり、ログインキー

の取得が必須となることや当該業者は野田市下水道台帳管理システムの構築者であることか

らシステムの根幹について熟知しており、安定したシステム運用や保守業務を委託するのに

適しております。このことから当該業者に対して野田市下水道台帳管理システム運用・保守業

務を当該業者に委託することは密接不可分の関係にあり競争入札に付することが適さないこ

とから随意契約を行うものです。



様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 20 日

所 属 名 土木部下水道課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
千葉市美浜区中瀬一丁目７番１号

株式会社 パスコ

業 務 の 名 称 野田市下水道台帳更新業務委託

委 託 場 所 野田市内

委 託 期 間 令和 6年 10 月 1 日から令和 7年 1月 15 日まで

契 約 金 額 5,775,000 円（税込）

委 託 の 概 要
本業務は、令和５年度に実施した下水道工事による施設を統合型 GIS システムに追加入力し、

下水道台帳を更新するもの。

随 意 契 約 の 理 由

当該業者は、野田市下水道台帳システムの構築者であり、システムの根幹については当該業者

が熟知しております。当該業者以外に本業務を委託した場合、野田市下水道台帳のシステム構

築内容をよく理解する必要があり、業務の進捗に大幅な遅れが生じる可能性があります。ま

た、下水道台帳システムの理解不足による作業中の不備により下水道台帳システムに重大な

予期せぬ事態を招く可能性も考えられます。このことから野田市下水道台帳更新業務を当該

業者に業務委託することは密接不可分の関係にあり、競争入札に付することが適さないこと

から随意契約を行うものです。



様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 20 日

所 属 名 企画財政部企画調整課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
東京都墨田区押上一丁目１番２号

茨城急行自動車 株式会社

業 務 の 名 称 コミュニティバス運行業務（その１）（債務負担行為）

委 託 場 所 野田市企画財政部企画調整課指定場所

委 託 期 間 令和 6年 10 月 1 日から令和 9年 9月 30 日まで

契 約 金 額 299,463,000 円（税込）

委 託 の 概 要

野田市と関宿町との合併を機に、両市町の公共交通不便地域の改善を図り、新市の一体性の醸成及び

均衡ある発展に資することを目的として運行を開始したまめバスについて、運行計画の見直しを行っ

た。将来に渡って持続可能なコミュニティバスとする新運行計画により、令和６年１０月１日からバ

スの運行(道路運送法第 4条)及びバス車両・バス停の維持管理を行うもの。

随 意 契 約 の 理 由

コミュニティバス（まめバス）の運行については、平成 16年１月の運行開始当初から茨城急行自動車（株）

が行っており、増便やルートの拡大に伴い、当該事業者のみによる運行が困難になったことから、平成 31

年４月から新たに朝日自動車（株）が主に関宿地域の３ルートを運行し、茨城急行自動車は９ルートを運行

しております。 現在、茨城急行自動車（株）の路線バスが、市内を運行しておりますが、深刻な運転士不

足などにより、路線バス区間の一部廃止や減便を余儀なくされ、事業継続が厳しい状況となっているため、

まめバスにより路線バスを補完し、市民の足を確保する必要があります。 当該事業者は、大殿井地区を始

め、市内の幹線道路を路線バスで運行しており、当区域のまめバスの運行ルートについては、路線バスとの

調整・共存が必須であります。 また、当該事業者は市内広範囲の地域の状況を熟知しており、継続して運

行することで、安定した地域公共交通を維持し市民の混乱を回避することができるほか、新たに他のバス

事業者に参入していただくことも難しい状況にあることから、茨城急行自動車（株）に対し、当該ルートの

運行業務を１者随意契約により運行協定を結ぶものです。



様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 20 日

所 属 名 企画財政部企画調整課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
東京都墨田区押上一丁目１番２号

朝日自動車 株式会社

業 務 の 名 称 コミュニティバス運行業務（その２）（債務負担行為）

委 託 場 所 野田市企画財政部企画調整課指定場所

委 託 期 間 令和 6年 10 月 1 日から令和 9年 9月 30 日まで

契 約 金 額 120,630,429 円（税込）

委 託 の 概 要

野田市と関宿町との合併を機に、両市町の公共交通不便地域の改善を図り、新市の一体性の醸成及び

均衡ある発展に資することを目的として運行を開始したまめバスについて、運行計画の見直しを行っ

た。将来に渡って持続可能なコミュニティバスとする新運行計画により、令和６年１０月１日からバ

スの運行(道路運送法第 4条)及びバス車両・バス停の維持管理を行うもの。

随 意 契 約 の 理 由

コミュニティバス（まめバス）の運行については、増便やルートの拡大に伴い、茨城急行自動車（株）

のみによる運行が困難になったことから、平成 31 年４月から新たに朝日自動車（株）が主に関宿地域

の３ルート（茨城急行自動車は９ルート）を運行しております。現在、朝日自動車（株）の路線バス

が、市内を運行しておりますが、深刻な運転士不足などにより、路線バス区間の一部廃止や減便を余

儀なくされ、事業継続が厳しい状況となっているため、まめバスにより路線バスを補完し、市民の足

を確保する必要があります。当該事業者は、川間駅から以北の関宿区域を路線バスで運行しており、

当区域のまめバスの運行ルートについては、路線バスとの調整・共存が必須であります。また、当該

事業者は当地域の状況を熟知しており、継続して運行することで、安定した地域公共交通を維持し市

民の混乱を回避することができるほか、新たに他のバス事業者に参入していただくことも難しい状況

にあることから、朝日自動車（株）に対し、当該ルートの運行業務を１者随意契約により運行協定を

結ぶものです。



様式６（随意契約）

随 意 契 約 に つ い て

公表年月日 令和 6年 6月 25 日

所 属 名 生涯学習部教育総務課

契 約 業 者 名 ・ 住 所
埼玉県北葛飾郡松伏町ゆめみ野東四丁目４番地４

東武商事 株式会社

業 務 の 名 称 市内小中学校１８校給食用グリストラップの産業廃棄物処理業務（単価契約）

委 託 場 所 野田市鶴奉２２０番地他

委 託 期 間 令和 6年 6 月 26 日 から令和 7年 3月 31 日

契 約 金 額 金額 22,000 円／ｔ（消費税及び地方消費税の額については、支払額に１０％加算する。）

委 託 の 概 要
市内小中学校 18校給食用グリストラップ清掃で排出される産業廃棄物の収集運搬業者が搬入

する産業廃棄物の処分を行うもの。

随 意 契 約 の 理 由

内申業者は、油脂汚泥の処理許可業者であり、かつ運搬距離が野田市からおよそ 10Km 以内に

中間処理施設を有し縮減(脱水等)処が可能である業者は他にいないため、随意契約したいと

するものです


